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平成１６年３月期 個別財務諸表の概要      平成 16 年 5月 24 日 
上場会社名 南海電気鉄道株式会社         上 場 取 引 所  大・名 
コード番号 ９０４４                本店所在都道府県 大阪府 
(URL http://www.nankai.co.jp/) 
代表者     代表取締役社長  山中 諄 
問合せ先責任者 取締役経理部長  須惠 弘一   ＴＥＬ （06）6644－7145 
決算取締役会開催日 平成 16年 5 月 24 日       中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日 平成 16年 6 月 29 日      単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000 株) 
 
１．１６年３月期の業績（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日） 
（１）経営成績                     （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売上高 営業利益 経常利益 
 
16 年３月期 
15 年３月期 

百万円   ％ 
101,907     △4.0 
106,109     △2.7 

百万円   ％

18,518    △12.5 
21,174      26.0 

百万円   ％ 
6,890    △23.8 
9,047     151.7 

 
   当期純利益 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
16 年３月期 
15 年３月期 

百万円 ％ 
2,729   139.5 
1,139  － 

円 銭 
   5.19 

2.17 

円  銭 
－ 
－ 

％ 
1.9 
0.8 

％ 
0.8 
1.1 

％ 
6.8 
8.5 

（注）１．期中平均株式数 16 年３月期 525,519,012株 15 年３月期 526,016,701 株 
   ２．会計処理の方法の変更 有 ・ ○無  

   ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中間 期末 

配当金総額 
（年間） 

 
配当性向 

 

株主資本 
配当率 

 
16 年３月期 
15 年３月期 

円 銭 
3.00 
1.50 

円 銭 
0.00 
0.00 

円 銭 
3.00 
1.50 

百万円 
1,576 
  788 

％ 
57.8 
69.2 

％ 
1.1 
0.6 

（３）財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
16 年３月期 
15 年３月期 

百万円 
826,859 
808,203 

百万円 
142,646 
137,540 

％ 
17.3 
17.0 

円  銭 
271.50 
261.68 

（注）１．期末発行済株式数 16 年３月期  525,403,563株 15 年３月期 525,614,628 株 
２．期末自己株式数  16 年３月期    1,008,669 株 15 年３月期     797,604 株 

２．１７年３月期の業績予想（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 
中間期 
通  期 

      百万円 
51,100 
98,900 

百万円 
2,900 
5,100 

百万円 
     3,200 
     5,600 

円  銭 
0.00 
―― 

円 銭 
―― 
4.00 

円 銭 
―― 
4.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）10 円 66 銭 
（注） 上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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【貸借対照表】 

科目 
当期末 

（16.3.31 現在） 

前期末 

(15.3.31 現在) 比較増減額 

 

（資産の部） 

流動資産 

 現金預金 

 未収運賃 

 未収金 

 未収収益 

 短期貸付金 

 販売土地及び建物 

 貯蔵品 

 前払費用 

 繰延税金資産 

 その他の流動資産 

 貸倒引当金 

固定資産 

 鉄道事業固定資産 

 開発関連及び付帯事業固定資産 

 各事業関連固定資産 

 建設仮勘定 

 投資その他の資産 

  子会社株式 

  投資有価証券 

  出資金 

  長期貸付金 

  長期前払費用 

  長期繰延税金資産 

  その他の投資等 

  貸倒引当金 

 

百万円 

 

128,249 

15,823 

2,408 

3,165 

2,975 

19,989 

80,214 

1,500 

582 

3,573 

3,210 

△ 5,195 

698,610 

365,279 

190,632 

1,421 

29,092 

112,183 

55,958 

19,214 

928 

23,762 

222 

14,822 

6,844 

△ 9,569 

 

百万円 

 

122,988 

10,645 

2,471 

4,321 

1,154 

12,764 

84,484 

1,598 

554 

4,199 

4,349 

△ 3,554 

685,214 

372,251 

150,403 

1,447 

49,055 

112,055 

55,353 

13,726 

936 

26,969 

183 

16,798 

7,747 

△ 9,659 

 

百万円 

 

5,260 

5,177 

△    62 

△ 1,155 

1,821 

7,225 

△ 4,269 

△  98 

28 

△   626 

△ 1,139 

△ 1,641 

13,395 

△ 6,972 

40,229 

△    26 

△19,963 

127 

605 

5,487 

△     8 

△ 3,206 

39 

△ 1,976 

△   903 

90 

 

資産合計 826,859 808,203 18,656 
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科目 
当期末 

（16.3.31 現在） 

前期末 

(15.3.31 現在) 比較増減額 

 

（負債の部） 

流動負債 

 短期借入金 

 １年以内償還社債 

 未払金 

 未払費用 

 未払消費税等 

 未払法人税等 

 預り連絡運賃 

 預り金 

 前受運賃 

 前受金 

 前受収益 

 賞与引当金 

 

固定負債 

 社債 

 長期借入金 

 再評価に係る繰延税金負債 

 退職給付引当金 

 投資損失引当金 

 その他の固定負債 

負債計 

 

（資本の部） 

資本金 

資本剰余金 

 資本準備金 

 その他資本剰余金 

  資本準備金減少差益 

利益剰余金 

 当期未処分利益 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本計 

百万円 

 

185,028 

98,603 

17,500 

31,873 

3,861 

0 

44 

1,337 

10,735 

3,409 

15,929 

598 

1,136 

 

499,183 

145,000 

261,413 

38,801 

22,984 

3,454 

27,529 

684,212 

 

 

63,739 

18,460 

15,935 

2,525 

2,525 

3,082 

3,082 

53,922 

3,711 

△  268 

142,646 

百万円 

 

204,917 

123,831 

20,000 

29,776 

3,963 

148 

22 

1,281 

8,156 

3,353 

12,735 

493 

1,154 

 

465,744 

142,500 

229,672 

39,068 

23,802 

5,686 

25,015 

670,662 

 

 

63,739 

18,460 

15,935 

2,525 

2,525 

1,220 

1,220 

54,788 

△  453 

△  213 

137,540 

百万円 

 

△19,889 

△25,228 

△ 2,500 

2,096 

△   102 

△   148 

21 

55 

2,578 

56 

3,193 

104 

△    18 

 

33,439 

2,500 

31,741 

△   267 

△   817 

△ 2,231 

2,513 

13,550 

 

 

0 

0 

0 

0 

0 

1,861 

1,861 

△   865 

4,165 

△    55 

5,106 

負債・資本合計 826,859 808,203 18,656 
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                                                   （当 期 末）        （前 期 末）    

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額         ２８９，５４３百万円  ２７８，５４７百万円   

      ２．保証債務額                    ４１，３９４百万円     ５１，６７２百万円   

   ３. 固定資産の取得原価から直接減額された  ７３，５７１百万円     ７２，５５６百万円  

     工事負担金等累計額                             

   ４．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の  

     一部を改正する法律（平成13年3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、  

     評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の 

部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上しております。       

            再評価の方法                                                                             

       土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第２条第５号      

       に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出する方法、及び同条第３号に定める     

       固定資産税評価額に基づき算出する方法によっております。                                 

      再評価を行った年月日     平成14年３月31日                                    

                                    平成13年３月30日（子会社の合併により受入れた事業用土地） 
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【損益計算書】 
比較増減 

科目 当期 前期 
金額 率 

 
経常損益の部 
（営業損益の部） 
 鉄道事業 
  営業収益 
  営業費 
  営業利益 
 開発関連及び付帯事業 
  営業収益 
  営業費 
  営業利益 
 全事業 
  営業収益 
  営業費 
  営業利益 
（営業外損益の部） 
 営業外収益 
  受取利息及び配当金 
  雑収入 
 営業外費用 
  支払利息及び社債利息 
  雑支出 

 
経常利益 

 
特別損益の部 
 特別利益 
投資有価証券売却益 
  工事負担金等受入額 
 特別損失 
  関連事業整理損 
  工事負担金等圧縮額 
固定資産売却損 
  投資有価証券評価損 
  その他の損失 
税引前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 
当期純利益 
前期繰越利益 
土地再評価差額金取崩額 
当期未処分利益 

百万円 

 

 

 

59,442 

49,928 

9,513 

 

42,465 

33,460 

9,004 

 

101,907 

83,389 

18,518 

 

1,075 

732 

342 

12,703 

11,306 

1,396 

 

6,890 

                   

 

2,483 

1,469 

1,014 

6,485 

4,818 

1,014 

442 

210 

0 

2,888 

44 

115 

2,729 

432 

△   79 

3,082 

百万円 

 

 

 

61,099 

50,243 

10,856 

 

45,010 

34,692 

10,318 

 

106,109 

84,935 

21,174 

 

1,064 

615 

449 

13,192 

12,390 

801 

 

9,047 

 

 

11,645 

1,500 

10,145 

19,693 

0 

10,145 

0 

6,219 

3,328 

999 

42 

△  182 

1,139 

0 

81 

1,220 

百万円 

 

 

 

△ 1,656 

△   314 

△ 1,342 

 

△ 2,545 

△ 1,231 

△ 1,313 

 

△ 4,202 

△ 1,546 

△ 2,656 

 

11 

117 

△   106 

△   489 

△ 1,083 

594 

 

 △ 2,156 

 

 

△ 9,161 

△   30 

△ 9,130 

△13,207 

4,818 

△ 9,130 

442 

△ 6,009 

△ 3,328 

1,889 

2 

297 

1,589 

432 

△   160 

1,861 

％ 

 

 

 

△  2.7 

△  0.6 

△ 12.4 

    

△  5.7 

△  3.6 

△ 12.7 

 

△  4.0 

△  1.8 

△ 12.5 

 

1.0 

19.1 

△ 23.7 

△  3.7 

△  8.7 

74.2 

 

△ 23.8 

 

 

△ 78.7 

△  2.0 

△ 90.0 

△ 67.1 

－ 

△ 90.0 

    

△ 96.6 

△100.0 

189.1 

4.8 

－ 

139.5 

－ 

－ 

152.5 
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重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法に基づく原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの・・・期末前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
により算出） 

時価のないもの・・・移動平均法に基づく原価法 
２．販売土地及び建物の評価基準及び評価方法 
個別法に基づく原価法 

３．有形固定資産の減価償却の方法 
鉄道事業   取替資産・・・・・・・・・・・・取替法 

          建物・構築物・・・・・・・・・・定額法 
          その他の有形固定資産・・・・・・定率法 
その他の事業 建物・構築物・機械装置・・・・・定額法 

          その他の有形固定資産・・・・・・定率法 
４．工事負担金等の圧縮記帳の方法 
鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一 
部として工事負担金等を受領した場合には、金額的重要性のないものを除き、工事完成時 
に当該工事負担金等を取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 
５．引当金の計上の方法 
（１）貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金は、支給見込額基準により計上しております。 
（３）退職給付引当金は、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上 
しております。 

（４）投資損失引当金は、投資先の資産内容等を勘案して、出資金額及び純債権額を超えて 
当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。 
なお、当該引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

比較利益処分案 

科目 当期 前期 

 
当期未処分利益 
利益処分額 
 配当金 
 
次期繰越利益 

 

百万円 

3,082 
 

1,576 
    （１株につき 3 円） 

1,506 
 

百万円 

          1,220 
 

788 
（１株につき１円50銭） 
          432 

 
 

 
（リース取引関係） 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 
当期 （平成 16 年３月 31 日現在）                  （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 
子会社株式 
関連会社株式 

8,242 
  0 

12,299 
      0 

4,056 
  0 

 
前期 （平成 15 年３月 31 日現在）                  （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 
子会社株式 
関連会社株式 

7,543 
  0 

5,678 
  0 

△  1,864 
      0 

 
（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 当期 
繰延税金資産 
 投資損失引当金 
 貸倒引当金 
 退職給付引当金 
 賞与引当金 
販売土地評価損 
 減価償却費 
 投資有価証券評価損 
 繰越欠損金 
 その他 

 
1,404 
4,836 
9,000 

462 
6,104 

9 
3,867 
5,285 

284 

繰延税金資産合計 

 
繰延税金負債 
 有価証券評価差額 
 その他 

31,253 
 
 

△  2,541 
△     80 

繰延税金負債合計 

 
 評価性引当額 

△  2,622 

 
△ 10,235 

繰延税金資産純額 18,395 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後法人税等負担率との間に重要な差異があるときの、 
当該差異原因となった主要な項目別の内訳 
                            （単位：％） 

 当期 
法定実効税率 
 （調整） 
 永久に損金に算入されない項目 
 評価性引当額の増減 
 住民税均等割額 

42.0 
 

1.5 
△   39.5 

1.5 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.5 
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役 員 の 異 動 
（平成 16年６月 29日付） 

 
 
１． 新任監査役候補 
 
廣 田 昌 紀 （現 南海不動産株式会社取締役社長） 

 
小 畠 幸 生 （現 南海印刷株式会社取締役社長） 

 
増 倉 一 郎 （現 株式会社 島屋取締役会長） 

 
 
２．退任予定監査役 
 
常任監査役（常勤）  則 貞 修 一 

 
常任監査役（常勤）  林   禎 彦 

 
監 査 役      田 中 辰 郎 

 
 

以 上 
 


